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■市県民税の申告に関する問い合わせ
　　　市税務課市民税係  …… ☎ 31-0608・☎ 31-0609

　　　美都総合支所地域振興課 ☎ 52-2311

　　　匹見総合支所地域振興課 ☎ 56-0302
■所得税の確定申告に関する問い合わせ
　　　益田税務署 ……………… ☎ 22-0444

期間：2月18日 月  ～ 3月15日 金

申告相談はじまります 特 集

市県民税・所得税の

がはじまります申告相談

1月1日現在、益田市に住所
があり、平成30年中に所得が

あった

なかった

なっている

なっていない

提出している

提出していない

所得が給与か
公的年金だけ

扶養親族等
申告書を

・給与以外の所得があった
・給与以外の所得だけ

あなたは申告が
必要です

申告不要

申告不要

受ける

受けない

雑損・医療費・扶養
等の各控除を追加で

同居家族
の扶養に

市県民税の申告  （個人事業税の申告を兼ねています）

★市県民税の申告って？

★この申告がないと…

★申告に必要なもの

★申告が必要な方

　市県民税は、前年の所得に対してその翌年に課税されます。平成30年中に所得のあった方は、3月15日㈮までに申告
してください。ただし、税務署への確定申告を済ませた方は、市役所への申告は必要ありません。
※�国民健康保険の税額や各種手当・行政サービスの負担額の基礎になるため、収入が無い方でも申告が必要な場合があります。

児童手当受給や保育所等の入所、公営住宅入居などの手続きにおいて、必要金額が正しく算出できない場合があります。
国民健康保険税は、軽減措置の対象となる世帯でも、所得不明により軽減できなくなることがあります。

①申告書��※�広報ますだ中央綴じ込みのもの���
②印鑑
③�マイナンバー（個人番号）カード　※お持ちでない方は、通知カードと運転免許証や保険証などの本人確認ができる書類
④源泉徴収票（給与、公的年金）、支払証明書
⑤�各種控除のための証明書・社会保険料（国民年金、国民健康保険税等）の領収書や証明書・医療費控除の明細書・
生命保険料や地震保険料の控除証明書�など
⑥�事業所得（農業所得含む）のある方は、収入や経費の分かる収支計算書や領収書等
⑦�所得税の還付申告の場合は、振込先口座番号を確認できるもの

（注）遺族年金、障害年金、遺族恩給等を受給している場合でも
　  その旨を申告してください。
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申告相談はじまります特 集

医療費控除とは

改正内容

＜配偶者（特別）控除＞

◦�本人や生計を一にする親族のために支払った 1年間の医療費の合計額が一定の金額
を超えた場合に受けることができる所得控除のことです。
　医療費控除を申告することにより、所得税や住民税が還付または減額されます。

医療費控除について

　平成 29 年分の確定申告から、「医療費控除の明細書」の添付が必要となり、医療費の額等を医療保険者が発行す
る「医療費通知」の添付とそれ以外の医療費の明細を記載することで、医療費の領収書の添付または提示が不要と
なりました。（明細書の記入内容の確認のため、提示または提出を求める場合がありますので、申告期限から 5年
間は保管してください。）
　ただし、平成 31 年分の確定申告までは、これまでどおり領収書を添付または提示して申告することもできます。

　◦�配偶者控除は、納税義務者（扶養する人）に所得制限が設けられ、合計所得金額が 900 万円を超えると控
除額が減少し、1,000 万円を超える場合は控除できません。

　◦��配偶者特別控除は、配偶者の合計所得金額の上限が 123 万円まで拡大され、それに合わせて控除額が変更
になります。また、納税義務者（扶養する人）の合計所得金額が 900 万円を超えると控除額が減少し、
1,000 万円を超える場合は従来どおり控除できません。

　※夫と妻の両方が配偶者特別控除を受けることはできません。
　※前年の 12 月 31 日（前年中に亡くなった場合は亡くなった日）の現況で判断します。
　※事業専従者や内縁の妻または夫は対象外です。

配偶者控除および配偶者特別控除の改正について

納税義務者本人の所得金額 900万円以下 900万円超
950万円以下

950万円超
1,000万円以下

配偶者控除
一　般 33万円（38万円） 22万円（26万円） 11万円（13万円）

老　人 38万円（48万円） 26万円（32万円） 13万円（16万円）

配
偶
者
特
別
控
除

配偶者の
所得金額

控　除　額

～ 85万円 33万円（38万円） 22万円（26万円） 11万円（13万円）

～ 90万円 33万円（36万円） 22万円（24万円） 11万円（12万円）

～ 95万円 31万円（31万円） 21万円（21万円） 11万円（11万円）

～ 100万円 26万円（26万円） 18万円（18万円） 9万円（9万円）

～ 105万円 21万円（21万円） 14万円（14万円） 7万円（7万円）

～ 110万円 16万円（16万円） 11万円（11万円） 6万円（6万円）

～ 115万円 11万円（11万円） 8万円（8万円） 4万円（4万円）

～ 120万円 6万円（6万円） 4万円（4万円） 2万円（2万円）

～ 123万円 3万円（3万円） 2万円（2万円） 1万円（1万円）

（　　）は所得税控除額
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申告相談はじまります 特 集

＜医療費控除の対象とならないもの＞
　（基本）�病気やケガなどの治療に直接関係のない、予防や健康増進・美容などを目的とした費用
　（事例）�◦健康診断、人間ドック、予防接種の費用� ◦美容整形手術費
� ◦家族、親類縁者に対する付添料� ◦車のガソリン代、駐車料金
� ◦入院時のクリーニング代、診断書料� ◦差額ベッド代（医師の指示がある場合は対象となる）
� ◦予防や健康増進のためのビタミン剤、うがい薬、漢方薬など
� ◦美容、疲れを癒す、体調を整えるための整体、マッサージなど
� ◦メガネ、補聴器の購入費（医師の指示がある場合は対象となる）
� ◦美容のための歯列矯正（子どもの成長を阻害しないようにするために行う歯列矯正は対象となる）

医療費の範囲

＜医療費控除の対象となるもの＞
　（基本）�病気やけがを治すためにかかった費用
　（事例）�◦医師、歯科医師による診療、治療の費用� ◦治療、療養に必要な医薬品の購入費
� ◦入院の際の部屋代や食事代� ◦出産費用、妊婦等の定期健診の費用
� ◦介護保険で提供された一定の施設・居宅サービスの自己負担額
� ◦病気のとき、病院に行かずに薬局で購入した風邪薬、鎮痛剤、胃腸薬などの購入費
� ◦治療のためのマッサージ、はり、きゅう、指圧など
� ◦保健師、看護師等に依頼した療養上の世話の費用�
� ◦治療を受けるために必要な通院費、医師の送迎費、医療用器具の代金や賃借料
� ◦ 6 カ月以上寝たきりで医師の治療を受ける場合のおむつ代（医師の証明書が必要）

医療費控除額の計算方法

医療費控除の手続き

医療費控除額＝ 1 年間に実際に支払った医療費の合計額�－ Aの金額�－ Bの金額

A： 保険金などで補てんされる金額
� 　（例）�・生命保険契約等で支給される入院給付金
� � � ・健康保険で支給される高額医療費、家族療養費、出産育児一時金など

B： その年の総所得金額等が 200 万円以上の方�……�10 万円
� 　（例 1）　支払医療費 35 万円－補てん金 20 万円�－10 万円＝ 5 万円（医療費控除額）
　 その年の総所得金額等が 200 万円未満の方�……�総所得金額× 5％の金額
� 　（例 2）　支払医療費 35 万円－補てん金 20 万円�－（総所得額 100 万円× 5％）＝10 万円（医療費控除額）

☆��確定申告または住民税の申告
　�◦「医療費控除の明細書」または、支払った医療費の領収書（原本）、給与所得者の場合は源泉徴収票
　　�（原本）が必要です。
　�◦支払った医療費については、あらかじめ合計額を計算してください。

医療費控除を受けるための要件

◦�申告者が、平成 30 年 1 月 1 日から 12 月 31 日までの間に、申告者または申告者と生計同一の配偶者その
他の親族のために支払った医療費であること。
◦申告者が所得税または住民税の課税者であること。
　非課税の場合は控除を受けた効果 ( 税の還付や減額 ) が生じません。
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申告相談はじまります特 集

申告にはマイナンバーが必要です

以下のものをご用意ください。

または、 と　※本人が確認できるもの

所得税の確定申告・市県民税の申告にはマイナンバー（個人番号）の記載が必要です。

扶養する親族や控除対象配偶者、事業専従者の方の個人番号も必要です。

記載されたマイナンバー（個人番号）については、番号の確認と本人確認が必要です。

通知カード

1
2

3

裏　面表　面

※「本人が確認できるもの」とは

�記載したマイナンバー（個人番号）の持ち
主であることを確認できる書類

◦運転免許証　　◦パスポート
◦在留カード　　◦身体障害者手帳
◦公的医療保険の被保険者証（健康保険証）

　などのうちいずれか 1 つ

扶養する親族や控除対象配偶者、事業専従者の方については、マイナンバー（個人番号）カードの写しの添付は
必要ありませんが、番号の分かるものをご用意ください。

マイナンバー
（個人番号）カード

私は勤務の傍ら仕事関係の雑誌に原稿を書き、その所得が 15万円ほどあります。所得税の場合は 20万
円以下であれば申告不要と聞いていますが、住民税の申告は必要ですか？

公的年金のみの収入ですが、申告は必要ですか？

年の途中で転出（または転入）した場合、どちらの市町村で申告しますか？

所得税においては、所得の発生した時点で源泉徴収を行なっていることなどの理由から、給与所得
以外の所得が 20万円以下の場合には確定申告不要とされていますが、住民税においてはこのよう
な源泉徴収制度はなく、他の所得と合算して税額が計算されますので、給与所得以外の所得がある
場合には、所得の多寡にかかわらず市町村へ申告しなければなりません。

公的年金の源泉徴収票に記載された内容どおりであれば、申告の必要はありません。ただし各種控
除（扶養控除、医療費控除や生命保険料控除など）を追加する場合は申告をしてください。また、
障害年金や遺族年金等の非課税所得のみの方で、益田市に在住している方の被扶養者となっていな
い方は、申告が必要となります。

毎年 1月 1日（賦課期日）現在で住所のある市町村において申告することになります。

Q

Q

Q

A

A

A

申告の
Q

A
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生命保険料控除とは

生命保険料控除の算出方法

◦�平成 30 年中に、一般の生命保険料、介護医療保険料、個人年金保険料を支払っている場合には、それぞ
れを次の計算によって算出した額を生命保険料控除額として所得金額から差し引くことができます。所得
税とは計算方法および控除額が違いますのでご注意ください。
◦控除限度額〈住民税〉…�7 万円

＜住民税の場合＞

　（1） 旧制度   平成 23 年 12 月 31 日以前に契約した一般の生命保険または個人年金保険の場合

　（2） 新制度   平成 24 年 1 月 1 日以降に契約した一般の生命保険、個人年金保険または介護医療保険の場合

生命保険料控除について

支払った保険料の金額 控　　除　　額

1 円 ～ 15,000 円 保険料の全額

15,001 円 ～ 40,000 円 保険料× 1/2 ＋ 7,500 円

40,001 円 ～ 保険料× 1/4 ＋ 17,500 円（上限 35,000 円）

支払った保険料の金額 控　　除　　額

1 円 ～ 12,000 円 保険料の全額

12,001 円 ～ 32,000 円 保険料× 1/2 ＋ 6,000 円

32,001 円 ～ 保険料× 1/4 ＋ 14,000 円（上限 28,000 円）

それぞれの保険料の額を下表によって計算した額の合計が控除額

それぞれの保険料の額を下表によって計算した額の合計が控除額

※�同種類の保険料で（1）、（2）の両方がある場合は、それぞれ計算した額の合計額（上限 28,000 円）。
※（1）の控除額が28,000円以上の場合は（1）の控除額を適用。

　☆ 一般の生命保険料

　　（1）旧制度　60,000 円× 1/4 ＋ 17,500 円＝ 32,500 円 ①

　　（2）新制度　72,000 円× 1/4 ＋ 14,000 円＝ 32,000 円→上限 28,000 円

　　　　※控除額が（1）より少ないため適用しない

　☆ 個人年金保険料

　　（1）旧制度　30,000 円× 1/2 ＋ 7,500 円＝ 22,500 円

　　（2）新制度　30,000 円× 1/2 ＋ 6,000 円＝ 21,000 円

　　　　22,500 円＋ 21,000 円＝ 43,500 円→上限 28,000 円 ②

　☆介護医療保険料（ 旧制度  はありません）
　　（1）新制度　80,000 円× 1/4 ＋ 14,000 円＝ 34,000 円→上限 28,000 円 ③

　　32,500 円 ①＋ 28,000 円 ②＋ 28,000 円 ③＝ 88,500 円→上限 70,000 円（＝生命保険料控除）  

申告のことなら
なんでも相談
してください！

計算例

申告相談はじまります 特 集
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申告相談はじまります特 集

　
次
の
日
程
で
申
告
相
談
・
受
付
を
行
い
ま
す
。

　
な
お
、地
区
振
興
セ
ン
タ
ー（
公
民
館
）
等
を
相
談
会
場
に
し
て
い
る
日
は
、

職
員
（
美
都
地
域
・
匹
見
地
域
に
つ
い
て
は
担
当
職
員
全
員
）
が
会
場
に
出

向
い
て
い
ま
す
。
市
役
所
・
各
総
合
支
所
で
の
相
談
は
ご
遠
慮
く
だ
さ
い
。

　
ま
た
、
12
：
00
～
13
：
00
の
間
は
休
憩
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

　
ご
迷
惑
を
お
か
け
し
ま
す
が
、
皆
さ
ん
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し

ま
す
。

申
告
日
程

益田地域

匹見地域
相談日 対象地区 受付時間 相談会場

2
　
月
　

18 日㈪ 内石・内谷 9:30～16:00

匹見下地区
振興センター

19 日㈫
持三郎・三出原

長尾原
9:30～16:00

21 日㈭
能登・土井ノ原

谷口
9:30～16:00

22 日㈮
広瀬 9:30～12:00

匹見下地区全域 13:00～15:00

25 日㈪
下道川下
下道川上

9:30～15:00
道川地区

振興センター
26 日㈫

出合原・元組
臼木谷・日の里

9:30～15:00

28 日㈭
落合 9:00～12:00

匹見総合支所石組・小原
七村

13:00～16:00

3
　
月
　

1 日㈮ 笹山・三葛

9:00～15:00 匹見総合支所

4 日㈪ 江田・半田

5 日㈫
萩原・山根下

山根上

7 日㈭
植地・正下地

野入東
8 日㈮ 野入西

11 日㈪ 荒木・元組
12 日㈫ 岡本・野田

13 日㈬
　  ～
15 日㈮

匹見全域

美都地域
相談日 対象地区 受付時間 相談会場

2
　
月
　

18 日㈪ 美都全域 9:00～16:00 美都総合支所

19 日㈫

長橋・横見
堀河・本郷・宮の原

9:00～12:00
二川地区

振興センター堤郷・二ツ倉・馬ノ谷
養老谷・右田原

下山棚ヶ峠・板井川
13:00～16:00

20 日㈬
仙道 1 ～ 2 班 9:00～12:00

東仙道地区
振興センター

仙道 3 班・小原 13:00～16:00

21 日㈭
仙道 4・5 班 9:00～12:00

下都茂・蛇ノ久保
生角

13:00～16:00

22 日㈮
朝倉・笹倉 9:00～12:00

三谷・小原郷 13:00～16:00

25 日㈪
都茂上・都茂奥 9:00～12:00

美都総合支所

朝日団地 13:00～16:00

26 日㈫
都茂郷 9:00～12:00

久原・中倉・人元木 13:00～16:00

27 日㈬
山本郷・葛籠・金谷 9:00～12:00

大神楽 13:00～16:00

28 日㈭
丸茂郷1～4班 9:00～12:00

丸 茂 郷 5・6 班
丸茂上・丸茂下

13:00～16:00

3
月

1 日㈮
　  ～
15 日㈮

美都全域 9:00～16:00 美都総合支所

相談日 対象地区 受付時間 相談会場

2
　
月

18 日㈪ 真砂 9:30～16:00 真砂地区振興センター

19 日㈫ 北仙道・種 9:30～16:00
北仙道地区振興センター

種地区振興センター
20 日㈬ 市内全域 8:30～17:15 益田市役所

21日㈭～
22日㈮

小野 9:30～16:00 小野地区振興センター

25 日㈪ 二条・美濃 9:30～16:00
二条地区振興センター
美濃地区振興センター

26 日㈫ 二条・豊川 9:30～16:00
二条地区振興センター
豊川地区振興センター

27 日㈬ 市内全域 8:30～17:15 益田市役所
28 日㈭～
3月1日㈮

安田 9:30～16:00 安田地区振興センター

3
　
月

4 日㈪～
5日㈫ 鎌手 9:30～16:00 鎌手地区振興センター

6 日㈬ 市内全域 8:30～17:15 益田市役所
7 日㈭～

8日㈮
中西 9:30～16:00 中西地区振興センター

11 日㈪～
12日㈫

西益田 9:30～16:00 西益田地区振興センター

13 日㈬～
15日㈮

益田・吉田・高津地区
および市内全域

8:30～17:15 益田市役所
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雑 損 控 除

社会保険料

控　　　除

生命保険料

控　　　除

寡婦（寡夫）控除
勤労学生控除

地震保険料
控　　　除

障害者控除

障害の程度氏名

個人番号

氏名

個人番号

個人番号

障害の程度

配偶者控除
配偶者特別控除
同一生計配偶者

医 療 費
控 　 除

損害の原因

損害金額 保険金などで補てんされる金額 差引損失額のうち災害関連支出の金額

支払った医療費

社会保険の種類

新生命保険料の計 旧生命保険料の計

新個人年金保険料の計 旧個人年金保険料の計

介護医療保険料の計

地震保険料の計

配 偶 者 の 氏 名 生  年  月  日
配 偶 者 の
合計所得金額

旧長期損害保険料の計

支払った保険料 社会保険の種類 支払った保険料

合　　　計

保険金などで補てんされる金額

損害年月日 損害を受けた資産の種類

3 所得から差し引かれる金額に関する事項

5   給与所得及び公的年金等に係る所得以外
　 の市県民税の納税方法

平成30年中に所得のなかった方は、その状況を裏面に記入してください。

控除額

同 居・別 居

同一生計配偶者
(控除対象配偶者を除く)

同 居・別 居

同 居・別 居

同 居・別 居

同 居・別 居

同 居・別 居

同 居・別 居

扶 養 控 除
額 の 合 計

円

級

級

万円

万円

万円

万円

万円

円

円

円

円

円

円 円 円

円

円

円

円

円

円

円

寡婦（寡夫）控除
（学校名）

勤労学生控除

円

１  

収

　入

　金

　額

　等

２  

所

　得

　金

　額

４  

所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額

事

　業

事

　業

総
合
譲
渡

雑

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

サ

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑲

⑳

営　業　等

農　　　業

不　動　産

利　　　子

配　　　当

給　　　与

雑

総合譲渡・一時

合　　　計

雑損控除

医療費控除

社会保険料控除

小規模企業共済等掛金控除

生命保険料控除

地震保険料控除

寡婦（寡夫）控除

勤労学生・障害者控除

配偶者控除

配偶者特別控除

扶養控除

基礎控除

合　　　計

営　業　等

農　　　業

不　動　産

利　　　子

配　　　当

給　　　与

公的年金等

そ　の　他

短　　　期

長　　　期

一　　　時

⑰
⑱
～

明・大
昭・平

明・大
昭・平

生年
月日

　・ 　　・　

世帯主の氏名

　・ 　 ・　

明・大
昭・平

生年
月日 　・ 　 ・　

明・大
昭・平

生年
月日 　・ 　 ・　

明・大
昭・平

生年
月日 　・ 　 ・　

明・大
昭・平

生年
月日 　・ 　 ・　

明・大
昭・平

生年
月日 　・ 　 ・　

明・大
昭・平

生年
月日 　・ 　 ・　

別居の扶養親族等がいる場合には、裏面「12」に氏名、
個人番号及び住所を記入してください。

16
歳
未
満
の
扶
養
控
除

（
控
除
対
象
外
）

16
歳
未
満
の
扶
養
控
除

（
控
除
対
象
外
）

扶
養
控
除

扶
養
控
除

11

22

33

44

11

22

33

⑳⑪

⑳⑫

⑳⑬

⑩

⑪

⑫

⑭

⑮

⑱

⑯ ～ ⑰

⑲ ～ ⑳

⑯ ⑰

⑳⑪

現 住 所

平成 　年　月　日
提出

フリガナ

氏  名

生年月日

個人番号

続  柄

業種又は職業

電   話   番   号1月1日現在の住所
益田市長 様

平成31年度　市民税・県民税申告書

330,000

印

死別 生死不明
離婚 未帰還

続
柄

控除額

続
柄

控除額

続
柄

控除額

続
柄

続
柄

続
柄

続
柄

氏名

個人
番号

氏名

個人
番号

氏名

個人
番号

氏名

個人
番号

氏名

個人
番号

氏名

個人
番号

氏名

個人
番号

給与から差引き（特別徴収）
自分で納付（普通徴収）

明・大
昭・平 　・ 　　 ・　

益田市常盤町１-１

マル マル

同　上
マル マル

26 本人

農業
31- 0100

1 1

350,000

360,300
80,000

440,300

30,000

60,000

60,000

30,000

72,000

80,000

980,000

32,000

1

国民健康保険

介護保険料

200,000

4,000 ,000
720,000

450,000
3,500 ,000

300,000

500,000

600,000
470,000

0
2,271 ,000

250,000
3,591 ,000

50,000
440,300

70,000
25,000

530,000

260,000
900,000

2,605 ,300

23

15

2  3  4  5  6  7  8  9  0  1  2  3

3  4  5  6  7  8  9  0  1  2  3  4

2  3  4  5  6  7  8  9  0  1  2  3

4  5  6  7  8  9  0  1  2  3  4  5

1 5

2 3

父
45

45
母

孫

90

○○　△△

○○　○△

○○　△△

2 2 2○○　△○

5  6  7  8  9  0  1  2  3  4  5  6
14 5 5○○　××

1  2  3  4  5  6  7  8  9  0  1  2

平成30年1月１日から12月31日までの１年間に得た所得等について記入してください。
この見本を参照し、中央綴じ込みの申告書をご使用ください。

市民税・県民税申告書の書き方（表）

1  収入金額等　2  所得金額
該当する所得欄に記入してください。
平成30年分公的年金等に係る雑所得の速
算表［求める所得金額 =A×B︲C］

4 所得から差し引かれる金額

3 所得から差し引かれる金額に関する
   事項

⑩雑損控除
該当がある場合に記入してください。

⑪医療費控除および⑭生命保険料控除
該当がある場合に記入してください。
計算方法については 3 ～ 4､ 6 ページを
ご覧ください。

⑫社会保険料控除
申告者本人が支払った健康保険料、国民
健康保険税、介護保険料、国民年金など
です。

⑬小規模企業共済等掛金控除
該当がある場合に記入してください。

⑮地震保険料控除
家屋 ･ 家財の損害保険契約のうち、地震
等損害部分の保険料 ･ 掛金がある場合に
記入してください。

●昭和29年1月2日以後に生まれた方

●昭和29年1月1日以前に生まれた方

例）昭和29年1 月 1 日生まれでＡが350万円の
場合、求める公的年金等に係る⑦雑所得は
次のとおり
3,500,000円×75%︲375,000円=2,250,000円

⑦雑所得
キ公的年金等とクその他収入から計算され
る所得金額の合計を記入してください。

［計算方法］

地　震

地震保険と旧長期損害保険の両方がある
場合はそれぞれ計算した金額の合計（最
高 25,000 円）
1 つの保険で地震保険と旧長期保険が備
わっている場合はどちらかを選択

旧長期

支払った保険料の 1 ／2
（最高 25,000 円）
5,000 円以下 全　額　

15,001 円～ 10,000 円

5,001 円
　～15,000 円

支払額の
1/2+2,500 円

⑲～ 配偶者控除と扶養控除 ⑯寡婦（寡夫）控除

・ 控除対象者は、あなたと生計を一にする 16 歳以上（平成
15 年１月１日以前生まれ）の親族で、合計所得 38 万円
以下の方

 ・ 老人扶養は、昭和 24 年 1 月 1 日以前生まれの扶養親族
 ・ 特定扶養は、平成 8 年 1 月 2 日から平成 12 年 1 月 1 日

の間に生まれた扶養親族
 ・ 配偶者特別控除は、あなたの合計所得金額が 1,000万

円以下で、生計を一にする配偶者の合計所得金額が 38
万円を超え 123 万円未満の場合に該当

　※金額は 3 ページ参照

⑱障害者控除

寡婦（寡夫）控除 26万円
特別寡婦 30万円

勤労学生控除 26万円

 本人やあなたの親族（配偶者控除や扶養控
除を受ける親族または 16 歳未満の扶養親
族）が、障害者や特別障害者である場合

⑰勤労学生控除

申告相談はじまります 特 集

Ａ公的年金等の収入
金額の合計額 Ｂ割合 Ｃ控除額

          0円～ 1,299,999円
1,300,000円～ 4,099,999円
4,100,000円～ 7,699,999円
7,700,000円～

100％
75％
85％
95％

700千円
375千円
785千円

1,555千円

Ａ公的年金等の収入
金額の合計額 Ｂ割合 Ｃ控除額

          0円～ 3,299,999円
3,300,000円～ 4,099,999円
4,100,000円～ 7,699,999円
7,700,000円～

100％
75％
85％
95％

1,200千円
375千円
785千円

1,555千円

個人番号（マイナンバー）の記載が必要です。

障害者控除 26万円
特別障害者控除 30万円
同居特別障害者控除 53万円
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6  給与所得の内訳 7  事業・不動産所得に関する事項

8  配当所得に関する事項

9  雑所得（公的年金等以外）に関する事項

10  総合譲渡・一時所得の所得金額に関する事項

15  寄附金に関する事項

12  別居の扶養親族等に関する事項

11  事業専従者に関する事項

14  配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除に関する事項

こ
の
申
告
書
を
提
出
し
た
方
は
事
業
税
の
申
告
書
を
提
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま
せ
ん
。

所得の種類

配　当　 所　得　の　種　類 支払確定年月

国外株式等に係る外国所得税額

収入金額 必要経費

所得の生ずる場所 収入金額 必要経費① 事 業 所 種 別
勤 務 先
所 在 地
勤 務 先 名
事業所番号
収 入 合 計 額
② 事 業 所 種 別
勤 務 先
所 在 地
勤 務 先 名
事業所番号
収 入 合 計 額
③ 事 業 所 種 別
勤 務 先
所 在 地
勤 務 先 名
事業所番号
収 入 合 計 額
④ 事 業 所 種 別
勤 務 先
所 在 地
勤 務 先 名
事業所番号
収 入 合 計 額

青色申告特別
控除額

円 円

種　　　目 収入金額 必要経費
円 円

円円 円

収 入 金 額

総 合 譲 渡

従事月数

非 課 税 所 得 な ど

前年中の開（廃）業 開業・廃業 月 　 日

事業用資産の譲渡
　　損失など

損益通算の特例適
用前の不動産所得

従事月数

従事月数

一　　時

短　期

長　期

必 要 経 費 特 別 控 除 額

合計

都道府県、市区町村分

16  平成30年中に所得がなかった方の記入
　  する欄

13  事業税に関する事項

条例指定分
都道府県
市区町村

イ+［（ロ+ハ）×1/2］

差引金額
（収入金額 ̶ 必要経費）

住所地の共同募金会、日赤支部会

所得金額
（差引金額 ̶ 特別控除額）

番号

資産の種類

損失額、被災損失額（白）

所得金額

右上のイの金額を表面のケに、ロの金額を表面のコに、ハの金額を表面のサに記入してください。
右のニの金額を表面の⑧の所得金額欄へ記入してください。

配　当　割　額　控　除　額

株式等譲渡所得割額控除額

合計額所得税における青色
申告の承認の有無

専従者給与
（控除）額

専従者給与
（控除）額

専従者給与
（控除）額

円 円 円

円

円

円

円

円 円

円

円

イ

ロ

ハ

ニ

円

1 . 下記の者に扶養されている 

2. 病気療養中である 

3. 学生である

住所

氏名 続柄

4. 失業中で、雇用保険で生活している

6. その他（できるだけ詳しく記入してください）

5. 傷病者や遺族などの受けとる恩給・年金扶助料等
　 で生活している

円

円

円

円

支出した寄附金に応じて、各欄にそれぞれ寄附した金額を記入してください。ただし、認定特定非営利活動法人及び特例認定特
定非営利活動法人以外の特定非営利活動法人に対する寄附金については、上欄に記入せず、別途「寄附金税額控除申告書（二）｣ 
を提出してください。

特定配当等に係る所得金額、特定株式等譲渡所得金額を総所得金額に含め、配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除を
受けようとする場合は、下の各欄に配当割額及び株式等譲渡所得割額を書き入れてください。

他 都 道 府 県 の 事 務 所 等

（恩給または年金名）

生年
月日

続
柄

生年
月日

生年
月日

続
柄

続
柄

氏名

氏名
住 　 所

個人番号

住 　 所

個人番号

住 　 所

個人番号

氏名

氏名

個人
番号

氏名

個人
番号

氏名

個人
番号

承認あり    ・    承認なし

明・大
昭・平

明・大
昭・平

明・大
昭・平

　・ 　 ・　

　・ 　 ・　

　・ 　 ・　

11

11

22

33

22

33

450,000

（株）　　 建設
市 農　業

不動産 益田市 　　町 2-2
町1-1 4,000,000

720,000
2,900,000

250,000

2 ,000 ,000 1,000 ,000 1,000 ,000

○○生命保険（定期年金）

500,000

300,000 279,000

500,000
250,000

子
12

500,000

500,000

貯金で生活している

○○　○○○ 　・ 　 ・　

　・ 　 ・　

　・ 　 ・　

50 1111
6  7  8  9  0  1  2  3  4  5  6  7  

分離課税に係る所得（土地や建物等の譲渡所得など）がある方は、市民税・県民税申告書
（分離課税用）をあわせて提出していただきますので、税務課市民税係に問い合わせく
ださい。

市民税・県民税申告書の書き方（裏）

⑲～⑳の欄について

同一生計配偶者とは生計を一にする配偶者で、
合計所得金額が 38 万円以下の方です。納税義務
者の合計所得金額が 1,000 万円を超える場合は配
偶者控除の適用はありませんが、扶養とするこ
とができます。（配偶者控除以外の控除等は対象
となります。）納税義務者の合計所得金額が
1,000 万円を超える方で配偶者を扶養とする場合
は「同一生計配偶者（控除対象配偶者を除く）」
に ✓ をしてください。

申告書の提出は郵送が便利です。
点線部分で切り取って封筒に貼り、送付してください。

扶養控除

7 事業 ･ 不動産所得に関する事項
　営業等所得、農業所得、不動産所得があ
る方はこの欄に記入してください。

6 給与所得の内訳
　給与収入がある方はこの欄に記入して
ください。

8 配当所得に関する事項
　配当所得がある方はこの欄に記入して
ください。

9 雑所得（公的年金等以外）に関する事項
　個人年金保険などの雑所得がある方は
この欄に記入してください。

（表）ク欄に収入金額を記入し、収入金額
から必要経費を引いた残額を⑦欄に記入
してください。

11 事業専従者に関する事項
　事業専従者がいる方はこの欄に記入し
てください。　

12 別居の扶養親族等に関する事項
　別居の扶養親族がいる方はこの欄に記
入してください。

15 寄附金に関する事項
　平成30年中に寄附をした方は寄附先別
にこの欄に記入してください。

13 事業税に関する事項
　事業税に該当する方はこの欄に記入し
てください。

10 �総合譲渡 ･ 一時所得の所得金額
　 に関する事項
・土地や建物などの譲渡所得は他の所得

と区別して課税しますので、それ以外
の資産の譲渡があれば、この欄に記入
してください。

・生命保険の満期返戻金や賞金、懸賞金な
どがあれば「一時」の欄に記入してく
ださい。

14 �配当割額又は株式等譲渡所得割
　 額の控除に関する事項
　配当割額等の控除を受けようとする場
合はこの欄に記入してください。

16 �平成30年中に所得がなかった方
　 の記入する欄
　具体的に記入してください。 一般 33万円

特定 45万円

老人 38万円

同居老親等 45万円

✂
〒 698 − 8650
　益田市常盤町１−１
　益田市役所総務部税務課  行
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